


国立 大 学 法人 東京 大 学 大 学院 工学 系 研究 科 ・ 工 学部 と 岩手 県 と の 
情報 学 ・ 情 報 通 信 技 術 に 係る 技術 交流 及び 学術 交流 の た め の 
連携 協定 書 


国立 大 学 法人 東京 大 学 大 学院 工学 系 研究 科 ・ 工 学部 (以下 「 甲 」 と いう 。) 
及び 岩手 県 (以下 「 乙 」 と いう 。) は 、 情 報 学 ・ 情 報 通信 技術 に 係る 技術 交流 
及び 学術 交流 の た め の 連 携 に つい て 、 以 下 の と お り 合 意 し 、 こ の 協定 (以下 
「 本 協定 」 と いう 。) を 締結 する 。 


(目的 ) 

第 1 条 I RRR i RC 
する 資源 を 有効 に 活用 する こと に より 、 情 報 学 ・ 情 報 通 信 技 術 に 関す る 技術 
交流 及び 学術 交流 を 通し て 、 上 及び の 地域 課題 解決 や 産業 振興 
に 資す る 取組 を 行う こと を 目的 と する 。 


(連携 及び 協力 事項 ) 
第 2 条 甲 及 びと は 、 前 条 に 規定 する 目的 を 達成 する た め 、 相 互 に 連携 及び 協 
力 し 、 次 に 掲げ る 事項 (以下 「 連 携 事項 」 と いう 。) に 取り 組 ゆ や も の と する 。 
(1) 情報 学 ・ 情 報 通信 技術 及び その 社会 実装 、 情 報 学 ・ 情 報 通信 技術 (ロー 
カル 5G 及 び 学 術 情報 ネッ トワ ー ク (S I NET) の 利 活用 及び Beyo 
nd 5G の 利 活用 を 見 据え た 検討 ) を 通じ た 乙 の 地域 課題 解決 や 産業 振興 
に 関す る 事項 

(2) 甲 の 情報 学 ・ 情 報 通信 技術 の 研究 成果 と と の 地域 課題 と の マッ チン グ 研 
究 ( 乙 の 地域 課題 解決 に 資す る 甲 の 研究 成果 の 活用 ) に 関す る 事項 

(3) 乙 の 情報 学 ・ 情 報 通信 技術 に 関連 し た 人 材 の 育成 に 関す る 事項 
(4) その 他 、 本 協定 の 目的 を 達成 する た め に 甲 及び 乙 が 必要 と 認め る 事項 














(秘密 保持 ) 

第 3 条 甲 及 びと は 、 本 協定 の 締結 又は 前 条 に 規定 する 連携 事項 の 実施 に 際 し 
て 相手 方 か ら 開示 され た 一 切 の 情報 (以下 「 秘 密 情 報 」 と いう 。) を 、 相 手 
方 の 事前 の 承諾 な し に 、 第 三 者 に 開示 、 漏 湖 し て は な ら な い 。 た だ し 、 弁 護 
士 等 、 職 業 上 の 守秘 義務 を 負っ て いる 外部 専門 家 、 公 的 機関 に 対 し て 必要 最 
小 限 範 囲 で 開示 する 場合 及び 法令 上 公開 又は 開示 する 必要 が ある 場合 は 、 こ 
の 限り で は な い 。 ま た 、 甲 及び は 、 第 1 条 ! に 規定 する 本 協定 の 目的 以外 に 
相手 方 の 秘密 情報 を 使用 し て は な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 の いずれ か に 該 
当 す る 情報 は 、 秘 密 情 報 に 含ま れ な いも の と する 。 

(1 ) 相手 方 か ら 開示 を 受け た 時 点 で 既に 公知 と な っ て いる 情報 
(2) 相手 方 か ら 開示 を 受け た 時 点 で 既に 保有 し て いる 情報 
(3) 相手 方 か ら 開示 を 受け た 後 、 自 己 の 責め に よら ず に 公知 と な っ た 情報 
(4) 相手 方 か ら 開 示 を 受け た 後に その 情報 を 開示 する 正当 な 権限 を 有する 第 

三 者 か ら 入手 し た 情報 
(5) 相手 方 か ら 開 示 を 受け た 後 、 秘 密 情 報 に よら ず 独 自 に 取得 し た 情報 


2 秘 知 情報 を 開示 され た 者 (以下 ! 被 開示 者 」 と いう 。) は 、 秘 密 情 報 を 収 
録 し た すべ て の 文書 、 図 面 、 電 磁 的 記録 媒体 等 の 媒体 、 並 びに これ ら の 複 
製 ・ 複 写 物 、 改 変 物 を 、 他 の 資料 及び 物品 等 と 明確 に 区 別 し て 保管 し 、 善 良 
な る 管理 者 の 注意 を も っ て 管理 を 行う も の と する 。 

3 被 開示 者 は 、 秘 密 情 報 を 開示 し た 者 (以下 「 開 示 者 」 と いう 。) が 返還 を 
要求 し た と き 、 又 は 本 協定 が 理由 の 如何 に 関わ ら ず 終了 し た と き は 、 す みや 
か に 開示 者 の 指示 に 従い 、 秘 密 情 報 を 収録 し た すべ て の 文書 、 図 面 、 電 磁 的 
記録 媒体 等 の 媒体 、 並 びに それ ら の 複製 ・ 複 写 物 、 改 変 物 を 開示 者 に 返 本 
し 、 文 は 破棄 する も の と する 。 

4 甲 及び 乙 は 、 本 協定 終了 後 3 年 間 、 本 条 に 基づく 秘密 保持 の 義務 を 負う も 
の と する 。 








(有効 期間 ) 

第 4 条 本 協定 の 有効 期間 は 、 本 協定 締結 の 日 か ら 令 和 5 年 3 月 3 1 日 ま 
で と すず る a 有効 期間 満了 の 3 カ月 前 まで に 、 甲 いずれ か ら も 更新 
し な い 冒 の 書面 に よる 意思 表示 が な い 限 り 、 同 一 条件 を も っ て 1 年間 更新 さ 
ot en 


(本 協定 の 変更 及び 解除 ) 
第 5 条 本 協定 の 履行 に 関し て 特別 の 事情 が 生じ た 場合 は 、 甲 及び と が 協議 の 
うえ 本 協定 を 変更 し 、 又 は 解除 する こと が で きる も の と する 。 


(協議 解決 ) 
第 6 条 本 協定 に 定め の な い 事 項 又は 本 協定 の 条項 に 疑義 の ある 場合 、 甲 及び 
人 


本 協定 の 成立 を 証する た め 、 本 協定 書 2 通 を 作成 し 、 甲 それぞれ 著名 押印 
の うえ 各自 その 1 通 を 保持 する 。 


令 和 4 年 3 月 1 4 日 
甲 東京 都 文京 区 本 郷 七 丁目 3 番 1 号 
国立 大 学 法人 東京 大 学 大 学院 工学 系 研究 竹 ・ 革 学部 心 っ に 


研究 科 長 ・ 学 間 人 _ 深 人 な - 除 - 
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